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研究成果の概要： 

直近 10 年の認知症に関する作業療法研究について、認知症に対して効果があると結論

づけるための条件は 1)サンプル数、2)プログラムの形態、3)プログラム内容、4)採用した

研究デザイン、5)効果指標、である可能性が判明した。 
認知症グループホームをランダムに介入施設とコントロール施設に割り付け、週 1 回の

介入を計 22 回実施した。介入施設に対しては，認知リハビリテーション的要素があるプ

ログラムパッケージによる介入を行い、コントロール施設には，通常プログラムを実施し

た。その結果，認知リハビリテーション的要素があるプログラムパッケージは認知症者に

対して有効であり、特に認知症者の前頭葉機能を改善させ得ることが判明した。 
直近 10 年の認知症に関する国内で発表された質的研究について、得られた研究の概要

を要約した結果，作業療法は「作業の主体としての認知症者のあり方」を明らかにしてい

た。 
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１．研究の背景 

従来，認知症に対する治療・援助は，アル

ツハイマー型認知症に対する塩酸ドネペジ

ルの投薬や心理社会的療法としてのリアリ

ティオリエンテーションあるいは回想法，そ

して作業療法等が中心となって現在に至っ

ている．しかし，コクランシステマティック

レビューを参照する限り，認知症に対する心

理社会的療法としてのリアリティオリエン

テーションあるいは回想法，音楽療法やアロ

マセラピーといった補完代替療法，そして作

業療法の臨床疫学的エビデンスは極めて低

いレベルであると断ぜざるを得ない．一方，

日本作業療法学会を始めとした，各種報告に

明らかなように，認知症患者に関与する臨床

作業療法士の「作業療法効力感」は明確に存

在すると考えられる．この「事実と認識の差」

は，主として採用する研究デザインに起因す

るものと思われる．つまり，作業療法には相

当レベルの臨床疫学的エビデンスが存在す

るにもかかわらず，種々の要因によって採用

される研究デザインが限定されるために，明

確なエビデンスを提示できないという問題

が存在すると推測することができる． 
 
２．研究の目的 

本研究では，1)患者・家族に対する最大限

の倫理的配慮をしつつ，可能な限り臨床疫学

的エビデンスのレベルが高い研究デザイン

を採用することによって作業療法における

臨床疫学的エビデンスを明確にすること，2)
さらに，昨今注目を浴びている，いわゆる質

的研究にも着目し，質的研究から得られる各

種の所見を「作業療法の質的エビデンス」と

して定式化すること，を目的とする． 
 
３．研究の方法 

本研究は，主として 3つのサブ研究から構
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成され，総合的所見をもって「認知症に対す

る作業療法のエビデンス」を検討する．①認

知症に対する作業療法に関するシステマテ

ィックレビュー・メタアナリシスの作成：認

知症に対する作業療法に関する国内外の研

究(効果・介入研究)を抽出し，システマティ

ックレビューの作成を行う．②比較臨床試験

を用いた軽度認知症者に有効なプログラム

パッケージの開発及びその効果の検討：軽度

認知症者の身体機能及び精神機能の維持・改

善を図ることが可能となるプログラムパッ

ケージを開発し，その効果を検証する．研究

デザインは「比較臨床試験」を採用し，各群

の介入前後の評価指標を検討する．③認知症

に対する作業療法に関するメタエスノグラ

フィの作成：作業療法によって得られる質的

な効果・成果を「質的エビデンス」とし，認

知症に関する質的研究を統合する手法すな

わち，メタエスノグラフィを用いて，作業療

法的介入の質的エビデンスを検討する． 

 

４．研究成果 

①システマティックレビュー：直近 10 年

の認知症に関する作業療法研究について検

討した結果，特定の測定指標に関して数量的

な分析を適用している先行研究例が少ない

ことが判明したため，従来のメタアナリシス

ではなく，ブール代数分析によるメタアナリ

シスによって，認知症に対して効果があると

結論づけるための条件(必要条件，十分条件，

必要十分条件)を検討することとした．その

結果，1)サンプル数，2)プログラムの形態，

3)プログラム内容，4)採用した研究デザイン，

5)効果指標，がそれらの条件となり得ること

が 判 明 し た ．               

②プログラムパッケージ作成及び比較臨床

試験：認知症グループホームをランダムに介

入施設とコントロール施設に割り付け，週 1

回・約1時間30分の介入を計22回実施した．

介入施設に対しては，1)リアリティオリエン

テーション，2)賦活体操，2)運動系・思考系

の集団レクリエーション，3)個別・集団の創

作活動，5)クールダウン，を実施する一方，

コントロール施設には，1)リアリティオリエ

ンテーション，2)賦活体操，3)DVD 鑑賞，4)

クールダウンを実施した．その結果，1)脱落

や参加不同意，評価不能等の理由で最終的な

対象者は介入群 13 名，コントロール群 7 名

となった，2)介入群において，介入後に FAB

得点が高くなる傾向が認められた，3)両群間

及びコントロール群の介入前後で評価指標

に 有 意 差 は 認 め ら れ な か っ た ．                                                  

③メタエスノグラフィ：国内で発表された質

的研究について，1)直近 10 年の研究を主と

して医学中央雑誌を用いて抽出し，2)得られ

た研究の概要を要約し，3)統合の実施を行う

方針を決めた．その結果，1)ターゲットとす

る研究は多く見積もっても 7-10 件である，

2)各研究は概ね「認知症者の作業=行為・行

動」に注目していた． 
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